
運営委員会 協議事項 令和６.５.13（月） 午 前 1 0 時

４月１日付人事異動者の紹介 

１ 議会運営委員候補者の届出について

２ 第２回市議会定例会の運営について

（１）諸般の報告事項

監報第８号

              ２件 …  

監報第９号       

報 第 ５ 号  …………   専決処分の報告（法第180条関係） 

自 報 第 ６ 号       (一財）清掃公社、（公財）花みどり振興財団、 

                     (公財）医療公社、（公財）文化振興財団、 

                          (株）なゆた浜北、（公財）浜松地域イノベーション 

至 報 第 11 号       推進機構の令和６年度事業計画 

    自 報 第 12 号           

              ４件     

    至 報 第 15 号       

（２）議決事件について

ア 市長提出事件

報 第 ３ 号

              ２件 … 専決処分の承認について（法第179条関係） 

   報 第 ４ 号

    自 第 78 号議案       予 算  ４件   

              19件  条 例  13件 

    至 第 96号議案       その他   ２件 

  イ 議会提出事件                                

議長発議第２号 … 浜松市議会議会運営委員会委員選任について 

     議長発議第３号 … 浜松市議会議会運営委員会委員長及び副委員長選任について 

（３）討論について

 通告書の提出期限 

報第３号、報第４号  …… ５月15日（水）午後５時 

     その他        …… ６月10日（月）正午 

６件

繰越明許費、事故繰越し、水道事業会計予算・下水道事

業会計予算の令和５年度繰越計算書

定期監査等及び例月出納検査の結果報告 
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（４）市政に対する質問について（３月21日の議運で内定）

ア 質問者の数

代表質問 一般質問

自由民主党浜松 １人 ４人

市民クラブ １人  １人

創造浜松 １人 ―

公明党 １人 ―

４人  ５人 

イ 質問日別の人数

代表質問 一般質問

６月 ４日（火） ４人 ―

６月 ５日（水） ―  ３人

６月 ６日（木） ―  ２人

４人  ５人 

ウ 質問通告期限 ……５月24日（金）正午

エ 質問順序  

代表質問 一般質問

１

日

目

１ 自由民主党浜松

２ 市民クラブ

３ 創造浜松

４ 公明党

２

日

目

１ 市民クラブ

２ 自由民主党浜松

３ 自由民主党浜松

３

日

目

４ 自由民主党浜松

５ 自由民主党浜松

（５）会期について 

    自 ５月23日（木） 

               の 26日間 

    至 ６月17日（月） 

（６）会期中の日程表・議事日程・議事の順序及び議案付託件目表について（別紙） 

３ 追加予定議案について 
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４ 意見書の提出について

（１）「106万円の壁」等問題に鑑み第３号被保険者制度の廃止を求める意見書 

（自由民主党浜松提出）

（２）少額の減価償却資産の取扱いの簡素化を求める意見書   （自由民主党浜松提出）

（３）災害時のドローン有効利用のための法整備を求める意見書     （市民クラブ提出）

（４）かかりつけ医の制度化を求める意見書              （市民クラブ提出）

（５）「国の補充的指示権」を含む地方自治法改正について慎重な審議を求める意見書 

（創造浜松提出）

（６）ひきこもり支援基本法の制定を求める意見書             （公明党提出）

（７）介護保険制度の抜本的改革を求める意見書       （日本共産党浜松市議団提出）
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 日 程 表 （ 内定・追加 ） 

令和６年５月定例会

議 会 運 営 委 員 会 (現) 午 前 10 時 第１委員会室

◎４月１日付人事異動者の紹介
1 運営委員候補者の届出について
2 第２回定例会の運営について
3 その他

午後1時30分 全員協議会室
◎４月１日付人事異動者の紹介
1 議会運営委員会の協議結果について
2 その他

全協終了後 第１委員会室 人事問題について＜非公開＞ （当局出席不要）

14日 火

○招集告示
○議案配付

※報第３・４号の討論
通告期限…午後５時

16日 木

議 会 運 営 委 員 会 (現) 午 前 10 時 第１委員会室 人事問題調整会議の協議結果について

午 前 11 時 第１委員会室 人事問題について＜非公開＞ （当局出席不要）

午後1時30分 第１委員会室 各種報告事項等

18日 (土)

19日 (日)

20日 月

21日 火

22日 水

午前9時30分 全員協議会室
1 人事問題調整会議の協議結果について
2 その他

午 前 10 時 議 場

1 諸般の報告
2 会期の決定
3 議案上程・説明・休憩（議案説明会）・
　質疑・委員会付託
4 議会運営委員及び正副委員長選任
5 その他

24日 金 ※質問通告期限…正午

25日 (土)

26日 (日)

27日 月

28日 火

29日 水

30日 木

31日 金

全 員 協 議 会

曜
日

月　日 備　　　考会議場所会　議　名 会　議　の　内　容開議時刻

17日 金

大都市制度・行財政改革
特 別 委 員 会

木
本 会 議

人 事 問 題 調 整 会 議

23日

午 前 10 時 第１委員会室 各種報告事項等

5月13日 月
全 員 協 議 会

人 事 問 題 調 整 会 議

15日 水 地 方 創 生 特 別 委 員 会

自 　５月２３日（木）

至 　６月１７日（月）

会期 の２６日間
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曜
日

月　日 備　　　考会議場所会　議　名 会　議　の　内　容開議時刻

6月1日 (土)

2日 (日)

3日 月 議 会 運 営 委 員 会 (新) 午 前 10 時 第１委員会室
1 本会議２日目から４日目までの運営について
2 意見書等の調整について
3 その他

午前9時30分 全員協議会室
1 議会運営委員会の協議結果について
2 その他

午 前 10 時 議 場 代表質問

5日 水 午 前 10 時 議 場 一般質問

6日 木 午 前 10 時 議 場 一般質問

第１委員会室

第２委員会室

第３委員会室

第４委員会室

第５委員会室

8日 (土)

9日 (日)

10日 月 ※討論通告期限…正午

午後1時30分 第１委員会室 各種報告事項等

午後1時30分 第２委員会室 各種報告事項等

12日 水

13日 木

14日 金 議 会 運 営 委 員 会 (新) 午 前 10 時 第１委員会室
1 定例会最終日の運営について
2 その他

15日 (土)

16日 (日)

午前9時30分 全員協議会室
1 議会運営委員会の協議結果について
2 その他

午 前 10 時 議 場
1 委員長報告・質疑（討論）・採決
2 その他

本 会 議

17日 月
全 員 協 議 会

11日 火
大都市制度・行財政改革
特 別 委 員 会

地 方 創 生 特 別 委 員 会

本 会 議

本 会 議

本 会 議

午前9時30分 付託議案審査

厚 生 保 健 委 員 会

環 境 経 済 委 員 会

建 設 消 防 委 員 会

市 民 文 教 委 員 会

金

総 務 委 員 会

4日 火
全 員 協 議 会

7日

(9)



議 事 日 程 （第７号） 

令和６年５月２３日（木）午前１０時開議 

第 １ 会議録署名議員指名 

第 ２ 会期の決定について 

第 ３ 報 第 ３ 号  専決処分の承認について 
（令和６年度浜松市一般会計補正予算（第１号）） 

第 ４ 報 第 ４ 号  専決処分の承認について 
（浜松市税条例の一部改正について） 

第 ５ 第 78 号議案  令和６年度浜松市一般会計補正予算（第２号） 

第 ６ 第 79 号議案  令和６年度浜松市中央卸売市場事業特別会計補正予算（第１号） 

第 ７ 第 80 号議案  令和６年度浜松市水道事業会計補正予算（第１号） 

第 ８ 第 81 号議案  令和６年度浜松市下水道事業会計補正予算（第１号） 

第 ９ 第 82 号議案  浜松市総合体育館条例の一部改正について 

第１０ 第 83 号議案  浜松市運動広場条例の一部改正について 

第１１ 第 84 号議案  浜松市長等の浜松市に対する損害賠償責任の一部を免責する条例の一部
改正について 

第１２ 第 85 号議案  浜松市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

第１３ 第 86 号議案  浜松市税条例の一部改正について 

第１４ 第 87 号議案  浜松市立保育所条例の一部改正について 

第１５ 第 88 号議案   浜松市病院事業の設置等に関する条例の一部改正について 

第１６ 第 89 号議案  浜松市観光バス公共駐車場条例の一部改正について 

第１７ 第 90 号議案  浜松市ギャラリーモール条例及び浜松市新川モール条例の一部改正につ 
いて 

第１８ 第 91 号議案  浜松都市計画事業高竜土地区画整理事業施行条例の廃止について 

第１９ 第 92 号議案  浜松市かわな野外活動センター条例の一部改正について 

第２０ 第 93 号議案  浜松市美術館条例の一部改正について 

第２１ 第 94 号議案  浜松市勤労福祉センター条例の制定について 

第２２ 第 95 号議案  工事請負契約の一部変更について(国)152号道路災害復旧工事（抑止工１） 

第２３ 第 96 号議案  工事請負契約の一部変更について(国)152号道路災害復旧工事（抑止工２） 

第２４ 議長発議第２号  浜松市議会議会運営委員会委員選任について 

第２５ 議長発議第３号  浜松市議会議会運営委員会委員長及び副委員長選任について 
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議 事 の 順 序 （第１日） 

令和６年５月２３日（木）午前１０時開会 

１ 開 会 の 宣 告 

２ 開 議 の 宣 告 

                監報第８・９号 定期監査等、例月出納検査結果報告 

                報第 ５ 号 専決処分の報告（法第180条関係） 

              自 報第 ６ 号 （一財）清掃公社、（公財）花みどり振興財団、 

                      （公財）医療公社、（公財）文化振興財団、 

                      （株）なゆた浜北、（公財）浜松地域イノベーショ 

              至 報第 11 号  ン推進機構の令和６年度事業計画 

３ 諸 般 の 報 告……   報第 12 号 令和５年度浜松市繰越明許費繰越計算書 

                報第 13 号 令和５年度浜松市事故繰越し繰越計算書 

                報第 14 号 令和５年度浜松市水道事業会計予算繰越計算書 

                報第 15 号 令和５年度浜松市下水道事業会計予算繰越計算書 

４ 会議録署名議員指名 

５ 会 期 の 決 定 

６ 報第３・４号上程 

日程第 ３ 専決処分の承認について 

（令和６年度浜松市一般会計補正予算（第１号）） 

日程第 ４ 専決処分の承認について 

（浜松市税条例の一部改正について） 

（１）説     明 

（２）質     疑 

（３）委員会付託省略 

（討     論） 

（４）採     決 

              自 日程第 ５ 第 78 号議案 

７ 議 案 上 程……                 19件 

              至 日程第２３ 第 96 号議案 

（１）説 明 

    （休   憩）  議案説明会開催 

（２）質 疑 
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（３）委 員 会 付 託 

８ 議長発議第２号上程……日程第２４（議会運営委員会委員選任） 

（１）採 決 

９ 議長発議第３号上程……日程第２５（議会運営委員会委員長・副委員長選任） 

  ※除斥対象議員退席 

（１）採 決 

10 休 会 の 決 定 

11 散 会 の 宣 告 
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令和６年第２回浜松市議会定例会議案付託件目表 

総務委員会 

第   78 号議案 令和６年度浜松市一般会計補正予算（第２号） 

 第１条（歳入歳出予算の補正）中 

 第１項 

 第２項中 

 歳入予算中 

           第18款 国庫支出金中 

            第２項 国庫補助金中 

             第１目 総務費国庫補助金 

第23款 繰越金 

第24款 諸収入中 

 第６項 雑入 

            〔衛生費雑入〕を除く 

歳出予算中 

第２款 総務費中 

 第１項 総務管理費 

第９款 消防費 

第２条（債務負担行為の補正）中 

          勤労福祉センター大規模改修事業費 

第３条（地方債の補正） 

第   84 号議案 浜松市長等の浜松市に対する損害賠償責任の一部を免責する条例の一部改正につ 

いて 

第   85 号議案 浜松市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

第   86 号議案 浜松市税条例の一部改正について 
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厚生保健委員会 

第   78 号議案 令和６年度浜松市一般会計補正予算（第２号） 

 第１条（歳入歳出予算の補正）中 

 第２項中 

 歳入予算中 

第18款 国庫支出金中 

 第１項 国庫負担金 

            第２項 国庫補助金中 

             第２目 民生費国庫補助金 

第19款 県支出金中 

 第１項 県負担金 

            第２項 県補助金中 

             第２目 民生費県補助金 

歳出予算中 

 第３款 民生費 

           第４款 衛生費 

第２目 保健所費 

第   87 号議案 浜松市立保育所条例の一部改正について 

第   88 号議案 浜松市病院事業の設置等に関する条例の一部改正について 
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環境経済委員会 

第   78 号議案 令和６年度浜松市一般会計補正予算（第２号） 

 第１条（歳入歳出予算の補正）中 

 第２項中 

 歳入予算中 

第18款 国庫支出金中 

            第２項 国庫補助金中 

             第６目 商工費国庫補助金 

 歳出予算中 

 第５款 労働費 

第７款 商工費 

 第２条（債務負担行為の補正）中 

         勤労福祉センター指定管理運営費 

奥浜名湖田園空間博物館総合案内所外１施設指定管理運営費（奥浜名湖田園空

間博物館総合案内所、気賀関所） 

         観光バス公共駐車場指定管理運営費 

         浜松まつり会館指定管理運営費 

第   79 号議案 令和６年度浜松市中央卸売市場事業特別会計補正予算（第１号） 

第   89 号議案 浜松市観光バス公共駐車場条例の一部改正について 

第   90 号議案 浜松市ギャラリーモール条例及び浜松市新川モール条例の一部改正について 

第   94 号議案 浜松市勤労福祉センター条例の制定について 
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建設消防委員会 

第   78 号議案 令和６年度浜松市一般会計補正予算（第２号） 

 第１条（歳入歳出予算の補正）中 

 第２項中 

 歳入予算中 

第18款 国庫支出金中 

            第２項 国庫補助金中 

             第７目 土木費国庫補助金 

第19款 県支出金中 

            第２項 県補助金中 

             第６目 土木費県補助金 

           第24款 諸収入中 

            第６項 雑入中 

             第７目 衛生費雑入 

           第25款 市債 

 歳出予算中 

           第４款 衛生費中 

第７項 公営企業会計支出金 

 第８款 土木費 

 第２条（債務負担行為の補正）中 

 和地山公園外４施設指定管理運営費（和地山公園、高丘公園、船越公園、相生

公園、高丘緑地） 

 安間川公園外２施設指定管理運営費（安間川公園、ゆたか緑地、ゆたか第２緑

地） 

 佐鳴湖公園指定管理運営費 

 都田総合公園指定管理運営費 

 浜松城公園指定管理運営費 

第   80 号議案 令和６年度浜松市水道事業会計補正予算（第１号） 

第   81 号議案 令和６年度浜松市下水道事業会計補正予算（第１号） 

第   91 号議案 浜松都市計画事業高竜土地区画整理事業施行条例の廃止について 

第   95 号議案 工事請負契約の一部変更について（国）152号道路災害復旧工事（抑止工１） 

第   96 号議案 工事請負契約の一部変更について（国）152号道路災害復旧工事（抑止工２） 
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市民文教委員会 

第   78 号議案 令和６年度浜松市一般会計補正予算（第２号） 

 第１条（歳入歳出予算の補正）中 

 第２項中 

 歳入予算中 

第18款 国庫支出金中 

            第２項 国庫補助金中 

             第９目 教育費国庫補助金 

第19款 県支出金中 

            第２項 県補助金中 

             第８目 教育費県補助金 

          歳出予算中 

第２款 総務費中 

 第６項 スポーツ振興費 

第10款 教育費 

 第２条（債務負担行為の補正）中 

         浜松アリーナ指定管理運営費 

         引佐総合体育館外４施設指定管理運営費（引佐総合体育館、細江総合体育セン

ター、細江総合グラウンド、奥山体育センター、引佐総合公園） 

浜北文化センター外１施設指定管理運営費（浜北文化センター、市民ミュージ

アム浜北） 

なゆた・浜北指定管理運営費 

中央図書館駅前分室外１施設指定管理運営費（中央図書館駅前分室、南図書

館） 

城北図書館指定管理運営費 

流通元町図書館指定管理運営費 

西図書館指定管理運営費 

東図書館指定管理運営費 

南陽図書館指定管理運営費 

秋野不矩美術館指定管理運営費 

浜北斎場指定管理運営費 

かわな野外活動センター指定管理運営費 

市立高校直流電源装置更新工事費 

第   82 号議案 浜松市総合体育館条例の一部改正について 

第   83 号議案 浜松市運動広場条例の一部改正について 

第   92 号議案 浜松市かわな野外活動センター条例の一部改正について 

第   93 号議案 浜松市美術館条例の一部改正について 
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自由民主党浜松提出 

「106万円の壁」等問題に鑑み第３号被保険者制度の廃止を求める意見書（案）

政府は、2023年10月よりいわゆる「106万円の壁」対策として年収が106万円を

超えても手取り額が減少しないように「社会保険適用促進手当」を標準報酬算定

除外とした。また「130万円の壁」対策として、一時的に年収が130万円を超えて

も事業主の証明発行により２年間は扶養内とすることとした。いずれも第３号

被保険者の就業調整対策である。 

第３号被保険者の分類は1986年施行の年金改正で作られた。それまでは専業

主婦は国民年金に任意加入であったことから、第３号被保険者制度は国民「皆」

年金を目指した国策であった。 

現制度では、自営業世帯の夫婦それぞれが保険料（令和６年度：16980円/月）

を納め、基礎年金（令和６年度（満額）：６万8000円/月）を受給する。第３号被

保険者は同額を受給するが保険料負担はない。この仕組みは年金保険料納付者

にとっては不公平であり、かつ年金の拠出原則に反している。また最近、国民年

金保険料の納付を65歳まで延長し、支給額を100万円増やす案が浮上していると

聞く。これを第３号被保険者に当てはめるとさらに不公平が生じることとなる。 

1985年当時は専業主婦世帯が936万世帯であったが、2022年には430万世帯に

半減し、共働き世帯は、718万世帯から1191万世帯に増えており、年金を受給で

きない専業主婦のための1986年の年金改正であったが、第３号被保険者は減少

し続けている。 

第３号被保険者は減少しているものの、2022年３月末時点で、第３号被保険者

は推定763万人という。年額保険料20万3760円に763万人を乗ずれば最大で１兆

5500億円余の財源が生まれる。社会保障において、1990年には国民5.8人の負担

で一人の高齢者を支えたが、2025年には２人で一人を支えるといわれている。こ

の負担感は少子高齢化、人口減少の一因でもある。 

よって、国においては、就業調整対策が不要となり、女性の社会進出を促進す

ることにもつながるため、第３号被保険者制度を廃止するよう強く要望する。 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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自由民主党浜松提出 

少額の減価償却資産の取扱いの簡素化を求める意見書（案） 

現在、企業や個人事業主が取得した少額の減価償却資産について、その取得価格

や企業の規模に応じて取扱い方法が混在している。10万円未満は全額一時損金

算入、10万円以上20万円未満は一括償却資産として、10万円以上30万円未満は中

小企業等であれば少額減価償却資産として全額損金処理ができるが、そうでな

い場合は個別に法定耐用年数に応じ減価償却する必要がある。さらに、損金算入

資産と一括償却資産は償却資産税の対象外、少額減価償却資産と10万円以上の

個別減価償却は償却資産税の対象となるなど、取扱いが複雑である。 

また、昨今の物価高及び人件費の上昇により、企業等が購入する減価償却資産の

価格も上昇している。特にＤＸ化に伴う設備投資は、電子機器の単価のみならず

周辺機器の価格や初期設定費用も含めるため、上記のような上限金額の設定に

より、本来必要な機能を備えた機器ではなく、上限金額に合わせて購入する機器

を決めるケースも多々ある。 

加えて、消費税の適格請求書等保存方式が導入され、各企業や個人事業主におけ

る経理の事務負担が増加している中、このような状況は税制度の三原則である

公平・中立・簡素のうち簡素という点において実現されていないと言える。 

よって、国においては、少額の減価償却資産の取扱いの簡素化を図るよう、下記

の点に早急に取り組むよう、強く要望する。 

記 

１ 一括償却資産の対象を30万円未満とすること 

２ 地方税収の減額分については適切な財政措置を講ずること 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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市民クラブ提出 

災害時のドローン有効利用のための法整備を求める意見書(案) 

近年、ドローンは機体の進化やＡＩを用いた映像技術の進歩に伴い、橋梁や砂

防の各施設の点検、河川巡視などインフラ設備の維持管理、河川上空を利用した

医薬品等の輸送、さらには自律飛行による火山活動の観測、UAV（無人航空機）

レーザ計測による３次元測量など日常的に多方面で利活用され、本市において

も、中山間地における医薬品の運搬、水管橋の点検などでの活用が期待されてい

る。 

そして本年１月１日に発生した能登半島地震では、道路の損壊や倒壊家屋内

の被災状況の調査、土砂ダムの定期的監視、孤立集落への調査医薬品の運搬など

に利用されるなど、ドローンの持つ機動性は今後の災害発生時においても大い

に役立つものとなっている。 

2015年９月に改正された航空法ではドローンを無人航空機として定義し、飛

行禁止空域や飛行の方法がルール化され、その後、同法第132条の92に災害時に

おける人命の捜索・救助を目的とした特例措置が設けられるなど、ドローン活用

に向けた法整備もされてきているところである。 

しかし、実際の能登半島地震の災害現場では、現地の状況確認など多岐にわた

るニーズがある一方、そのニーズが同法第132条の92の特例措置に該当するか否

かの判断に迷う事例も多くあったとされ、このままでは今後の災害時にドロー

ンが十分に活用できない可能性がある。 

よって、国においては、災害時のドローン利活用を迅速かつ有効に進めるため

にも、災害時のドローン利活用を盛り込んだ法改正、もしくはユースケースの解

釈を明示するガイドラインの策定などについて、措置することを強く要望する。 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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市民クラブ提出 

かかりつけ医の制度化を求める意見書(案) 

日本の構造的課題である少子高齢化や人口減少、人生100年時代、そして疾病

構造の生活習慣病へのシフトにより、予防医療や総合的な医療提供（プライマ

リ・ケア）が重要という声が高まっている中、現在は医療需要の３分の１が生活

習慣病関連で占められている。 

この生活習慣病は日常の生活習慣を改善することで予防可能な疾病であり、

一人一人に寄り添ったきめ細かな健康管理を通じて、健康を維持・増進できる仕

組みが必要である。 

また、今般の新型コロナウイルス感染症の蔓延時には、特に初期において、発

熱患者等に対する外来診療体制が十分でなく、適切な医療を受けられずに症状

が重篤化する事案が相次いだが、その対策として、新型コロナウイルスの蔓延で

浮き彫りとなった課題を踏まえ、感染症の蔓延時であっても、患者が確実に医療

にアクセスできる制度をつくることも急務となっている。 

こうした課題に対応するため、かかりつけ医を制度化することが求められて

いるが、2023年５月に成立した「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築

するための健康保険法等の一部を改正する法律」では、かかりつけ医機能に関す

る情報提供の強化や報告制度の創設はうたわれているものの、かかりつけ医の

公的な認定制度や登録制度の導入は実現のめどが立っていない状況にある。 

よって、国においては、日常からの健康管理・相談や総合的な医療提供（プラ

イマリ・ケア）機能を持つ、かかりつけ医を法制上に定義し、事前登録が可能な

「日本版家庭医制度」を創設することを強く要望する。 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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創造浜松提出 

「国の補充的指示権」を含む地方自治法改正について慎重な審議を求める意見

書（案） 

令和５年 12 月 21 日、第 33 次地方制度調査会は、岸田首相からの諮問に対し

て「ポストコロナの経済社会に対応する地方制度のあり方に関する答申」を提

出した。 

そこには、自治体の事務処理が違法等でなくても、国民の生命、身体又は財

産の保護のために必要な措置が的確かつ迅速に実施されることを確保するため

に、地方自治法の規定を直接の根拠として、国が閣議決定を経て自治体に対し

必要な指示ができる制度（国による補充的指示権）の創設を求める内容を盛り

込んだ。 

それを受け、地方自治体に対して「必要な指示ができる制度(補充的指示権)」

の創設を盛り込んだ地方自治法改正案を令和６年３月 1日に閣議決定した。 

政府は、コロナ禍において国と自治体間の調整・連携が不十分だったことを

指示権の範囲を拡大する理由とするが、実際には、休校要請など、現場から遠

く限定された情報しか持っていない国の判断がかえって自治体の業務や住民の

生活に混乱を招いた実例もある。このような答申に基づいた地方自治法改正は、

憲法の定める地方自治の本旨を否定することになり、平成 12 年に地方分権一括

法で定められた国と地方公共団体の関係を「対等・協力」から再び「上下・主

従」へと後退させることが懸念されることから、多くの国民、地方自治体関係

者との十分な議論が必要である｡ 

よって、国においては、「国の補充的指示」を含む地方自治法の改正について

は慎重な審議を行い、下記事項を反映するよう強く要望する。 

記 

１ 国の補充的な指示については、事前に地方公共団体との間で十分な協議・

調整等を行い、安易に行使されることのないようにするとともに、現場の実

情を適切に踏まえた措置となるようにし、行使後も適切に国と地方公共団体

の間で情報共有・コミュニケーションを図り、その後の検証に資すること。 

２ 国の補充的な指示は、地方自治の本旨に則り、目的達成のために必要最小

限度の範囲とすること。 

３ 国の補充的な指示は、国と地方公共団体の関係の特例として位置づけ、一

般ルールと明確に区別すること。 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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公明党提出 

ひきこもり支援基本法の制定を求める意見書（案） 

 内閣府の調査によると、ひきこもり状態にある人は、全国で 15 歳から 64 歳

までの年齢層において約 146 万人、50 人に１人と推計され、ひきこもりの長期

化、高年齢化が進む中、80 代の親と 50 代のひきこもりの子が孤立・困窮する

「8050 問題」や、親が亡くなった後の 50 代のひきこもりの子 （以下 「本人」と

いう。）の支援等の課題が大きな社会問題となっている。 

 ひきこもりの原因は多様かつ複合的であることから、本人一人一人の状態 ・状

況に応じたきめ細かで切れ目のない支援が必要であるが、現状では福祉制度の

はざまで適切な支援を受けられない事例も少なくない。 

 ＮＰＯ法人 「ＫＨＪ全国ひきこもり家族会連合会」が、本年１月から３月まで

会員らを対象に実施した調査では、本人の約 85％、家族の約 78％が 「何らかの

サポートが必要」と回答している。  

しかし、実際に支援が継続されているのは本人約 27％、家族約 39％のみだっ

たという。報道によると、当該ＮＰＯ法人共同代表は、 「自治体に相談しても 『そ

の先』が見えず、諦めて足を運ばなくなったのでは」と分析している。 

 そうした中、本年４月 29 日に厚生労働省は、自治体向けに 「ひきこもり支援

指針」の骨子を公表した。そこでは、自治体の支援は従来の就労といった 「問題

解決型」から「寄り添い型」への転換が求められており、2024 年度中に策定す

る指針に具体的な支援ポイントを盛り込み、自治体の後押しをしたい考えのよ

うである。 

こうした現状を踏まえ、さらに適切な支援を進めていくためには、指針との両

輪として基本法の制定が必要と考える。 

 よって、国においては、 「本人や家族の意思を尊重し、生きがいや希望を持っ

て自律的に暮らせること」などを基本理念とする 「ひきこもり支援基本法」の制

定を強く要望する。 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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日本共産党浜松市議団提出 

介護保険制度の抜本的改革を求める意見書（案） 

 高齢者の在宅介護が困難になり、地域の崩壊にもつながる事態が起きている。

訪問介護事業者の経営が悪化し、昨年は訪問介護事業者の倒産・休廃業が過去最

多の427社となった。 

訪問先が点在する中山間地域は移動距離が長く、ガソリンの高騰によって、特

に負担が重くなっている。また、人手不足やヘルパーの高齢化も全国各地で深刻

になっており、若い人がヘルパーの仕事を選べるような介護報酬に改めなけれ

ば、高齢者が暮らせなくなる。 

地域を支えるヘルパーや訪問介護事業所の大切さを国がしっかりと評価して

守るべきであるが、国は、軍拡に今年度から５年間で42兆円を投じる一方、訪問

介護の利益率が高いとして、今年４月から訪問介護の基本報酬の引下げを強行

した。身体介護の30分以上１時間未満は、現行の単位数396を改定後は387に引き

下げ、生活援助の20分以上45分未満は、基本単位183を179に引き下げた。利益率

が異常に高いのは一部の大手事業者であり、地域を支えている利益率の低い中

小規模の訪問介護事業所は深刻な赤字になってしまう。これでは全国各地で、在

宅介護の崩壊を招くことになる。 

介護報酬を引き上げても介護保険料に跳ね返らないようにするには、国費の

投入しかない。 

よって、国においては、国庫負担割合の引上げなどにより、介護保険を真に持

続可能な制度にしていく抜本的な改革を行うよう強く要望する。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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